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特集 医療・ヘルスケアビジネスによる事業成長を幻想に終わらせないために

日系異業種企業による
医療関連事業の持続的成長のために

Ⅰ　異業種企業の医療関連分野への参入状況
Ⅱ　異業種企業の参入ドメインごとの課題
Ⅲ　市場の攻略方法
Ⅳ　持続的事業成長実現に向けた要諦

C O N T E N T S

要　約

1 2000年代後半までに多くの日系部材メーカーが医療関連分野に参入したものの、その
後、持続的に事業成長を実現している企業は限られる。

2 BtoH（主に医師向け）の市場では、三つの障壁（技術・薬機法対応・チャネルの壁）
を見落としがちであり、投資回収の見込みが立たなくなる問題が生じている。BtoB（ラ
イフサイエンス企業向け）の市場では、外資系大手企業がスピード感をもってM&Aを
駆使した事業展開や製品ラインアップ拡充競争を行っている一方で、日系部材メーカー
は、競争軸を理解せずに後塵を拝するケースが多く見受けられる。

3 異業種企業のエントリーモデルは大きく三つ存在する。①部材特化、②開発・製造受
託、③完成品製造である。それぞれのモデルにおいて、事業成長を遂げた外資系企業
は、事業化前の領域設定、事業化後のポートフォリオ戦略、積極的な投資戦略を行い、
顧客に対しての付加価値の最大化を図っている。

4 医療関連分野は、業界ルール変更やテクノロジー変化に伴い、黎明期市場が出現すると
ともに従来の市場の枠組みが変わってきているため、ますます市場の切り取り力や積極
的な投資による次世代の強み確立が重要となる。また、製品の品質以上にユーザーから
の信頼や実績がモノを言う市場であるため、徹底的に顧客視点での事業展開をするべき
であり、その手段の一つとしてデータ利活用も踏まえたサービス事業への展開を検討す
る必要がある。

佐々木健一 細田孝峻中原美恵
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かつ継続的に市場成長が見込まれる医療関連
分野を新たな事業領域として位置づけたこと
にある。
エレクトロニクス産業の市場成長が鈍化す
る一方で、医療関連分野が成長することによ
り、医療分野およびその周辺のサポーティン
グインダストリー分野への期待値はこれまで
以上に高くなり、2014年時点では日系民生用
電子機器メーカー大手20社のうち、 9割が医
療関連製品を保有していた（それら製品を開
発する計画を有するケースを含む）。また、
日系部品・材料メーカー（日系部材メーカ
ー）では、99社のうち、過半数が何らかの医
療関連製品を保有している状態であった注1。
異業種が医療関連分野を目指す理由として

Ⅰ	異業種企業の医療関連分野への
	 参入状況

近年、日系の材料メーカー、部品メーカ
ー、機器メーカーが医療分野に新規参入して
いる。本稿では、医療分野への新規参入企業
を異業種企業として定義し、これらの企業が
医療分野で持続的に成長するための提案を行
う。
2010年以降、日系の材料ならびに部品メー
カー（部材メーカー）や機器メーカーが医療
分野への展開を進めた背景としては、当時の
収益源であったエレクトロニクス事業がそれ
まで以上にボラティリティが大きくなりハイ
リスクになる中、新たな事業領域として安定

図1　日系および外資系企業の医療機器・医薬品事業の収益性
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※部品・素材業界から医療・ヘルスケア領域に参入した日系企業のうち、関連セグメントの売上高、利益率が公表されている企業（直近の決算における値）
出所）S&P Capital IQ、各社公開情報を基に作成
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益の規模はこれらに遠く及ばない。その一方
で、同じく医療関連分野へ異業種参入した
BASFやスリーエム、アジレント・テクノロ
ジーなどの外資系企業では、特定セグメント
における高い市場シェアを有し、寡占状態か
ら大規模・高収益を実現している。
医療関連事業は、今後も高い市場成長率が
見込まれる大規模市場であり、依然として異
業種企業にとって魅力的であると言える（世
界の医薬品市場は2019〜2023年まで年平均で
3〜 6％成長し、23年には 1兆5000億ドルを
突破する見通し。また世界の医療機器市場
は、2016〜2021年まで年平均で5.2％成長し、
20年には4000億ドルを超える見通し）。ただ
し、国内医薬品市場は23年にかけてマイナス
成長するとの予測もあり、国内向けの事業を
継続しているだけでは成長は見込めない。少
なくとも世界の市場成長率と同程度の事業成
長を果たすためには、世界の業界変化や外部
環境変化を捉え、自ら変革を推進していくこ
とが必要である。
本稿では、医療関連市場の特性を踏まえつ
つ、自己変革を遂げながら高収益・事業成長
を維持し続けている外資系企業の事例を参考
に、日系異業種企業が事業成長を実現するた
めの示唆を考察する。

Ⅱ	異業種企業の参入ドメインごと
	 の課題

1 医療関連分野の定義
 （完成品・サービス）
医療関連分野は、薬機法対応の有無と購買
意思決定者によって次のように大別される
（図 2）。（A）BtoH（主に医師向け）の市場

次の三つが挙げられるが、多くの場合、その
目的を達成する手前でとどまっている場合が
多い。
①既存事業の成長が鈍化する中、継続的な
事業成長が期待できる医療市場に参入し
たい
②既存事業はうまくいっているものの、現
在の一本足打法から脱却し、新たな事業
の柱の創出を目指したい
③景気変動に左右されずに安定的に収益が
獲得できる事業を自社の事業ポートフォ
リオに組み込みたい

医療関連分野は、各社とも新規事業として
社内的にシンボリックな存在になっているこ
と、社外的に人命にかかわるため供給責任が
あることなどから、事業の継続的な成長や、
参入当初に想定していた収益に達していない
ケースであっても、簡単には撤退できないと
いう事情がある。実際のところ、異業種から
医療関連事業へ参入した企業の多くは、この
ような状況下に置かれている。
現在の財務状況を見ても、異業種から参入
した日系企業の多くは医療関連事業が1000億
円未満かつ営業利益が10％未満の領域に集中
していることが分かる（図 1）。
富士フイルムホールディングスのような 1
兆円事業の実現や、帝人やカネカのような営
業利益率20％以上の実現など、医療関連事業
として大きく成長した企業はあるものの、新
規参入した日系企業の多くは、先行者並みの
市場シェア実現がままならず、十分な収益が
上がっていない状態にある。医薬品や医療機
器分野での日系トップ 3企業の平均値と比較
すると、異業種企業の事業規模・（営業）利
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BtoH市場は既存プレーヤーが多く存在す
る競争環境の激しい市場であり、異業種企業
が後発参入し、事業拡大することは容易では
ない。成長期の市場では、各企業がポジショ
ンの確立、シェア獲得に躍起になるが、医療
分野においては、グローバルトップ企業がチ
ャネルに投資することで、高い参入障壁を構
築することが多い。そのような戦略が有効な
のは、市場の特殊性と顧客の特殊性が存在す
るからであり、特に医師が購買意思決定者と
なる市場ではこの傾向が顕著である。

（1）	 市場の特殊性

医師が購買意思決定者となる市場は、医療
プロセスや疾患・症例によって市場が細分化
されている。そのため、エレクトロニクス業
界などに比べて一つ一つの市場規模が小さ
く、売上規模を拡大するには複数のチャネル

で薬機法対応が必要な領域でのビジネス、
（B）BtoB（ライフサイエンス企業向け）の市
場におけるビジネス、（C）消費者向けビジネ
ス、の三つの市場である。（A）〜（C）の市
場ごとに、特性や競争環境が異なる。ここで
はまず、異業種企業からの参入が多い（A）、
（B）の市場を対象に、市場攻略の難しさや異
業種企業が陥りがちな状態について整理する。

2 （A）BtoH市場は異業種企業に
 とって異文化、非常識の連続
筆者らは『知的資産創造』2014年 7 月号

「異業種から参入する医療機器メーカーの課
題と事業拡大策」注2において、異業種企業の
失敗事例のスタディを踏まえつつ、医療業界
の特殊性とその攻略法について述べた。以下
は主に医師向けの医療機器業界における特性
である。

図2　本稿における医療関連分野の定義
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む。たとえば、アカデミアや製薬企業の
R&D向けの理化学機器販売や付随サービス、
医薬品開発受託サービス、医薬品製造におけ
るプロセス部材販売や医薬品製造受託サービ
スなどが対象となる。
当領域は薬機法対応を必要としない市場が
多く、また、部材メーカーにとってはBtoB
の既存ビジネスに近いモデルを適用できる可
能性があり、（A）、（C）の市場に比べてなじ
みやすい領域であると言える。しかしなが
ら、なじみやすいが故の落とし穴が存在する。
日系異業種企業が参入しやすいと考える市
場は、外資系企業にとっても同様である。既
に当領域には異業種から参入した企業がひし
めき合い、合従連衡を繰り返し、現在では一
部の企業が市場を寡占している状態にある。
中でもグローバル大手各社は、製薬企業の
R&Dから製造までの一連のバリューチェー
ンに対応できる製品群とサービスをそろえ、
製薬企業にとって、より付加価値の高い業務
代行支援を推進している。彼らは常時、製薬
企業の経営戦略の変化を捉えつつ、M&Aを
駆使して変化への対応を強化している。
日系異業種企業は、しばしばこの変化のス
ピードを見誤る。事業開発がうまくいかない
企業は、業界構造を正確に把握しないまま、
市場規模が大きく成長性が高いと期待される
単品製品にフォーカスして開発を始め、さら
に、自前開発にこだわる傾向がある。この場
合、開発が成功したとしても時既に遅しとな
るケースが多い。グローバル大手のM&Aに
より、競争軸は時々刻々と変化しているた
め、開発した製品が競争力を失っている可能
性があるからだ。
たとえば、バイオ医薬品の製造プロセス部

を開拓するか、開拓したチャネル内のシェア
を拡大する必要がある。実際に、グローバル
トップ企業は一つのチャネルにリソースを投
入することで、チャネル内シェアの獲得に心
血を注いでおり、その結果、後発参入者の余
地はますます小さくなる。

（2）	 顧客の特殊性

医師は特殊な購買意思決定要因を持ってお
り、良い製品を作れば売れるという単純な市
場構造ではない。製品を売るための仕組み作
り（たとえば、複数の医師の購買意思決定に
影響を与えるキーオピニオンリーダーのロイ
ヤルティを獲得するなど）が重要になる。こ
の点は技術力を強みとする異業種企業が見過
ごしやすいポイントとなる。
一般的に、異業種企業が医療分野に参入す
るためには、三つの障壁（技術の壁、薬機法
対応の壁、チャネルの壁）がある。多くの企
業は「技術の壁」から順番に解こうとする
が、最大の壁は「チャネルの壁」であるた
め、技術開発に先んじて、もしくは並行し
て、チャネルの壁の攻略方法を検討すること
が望ましい。よくある失敗事例は、技術開発
に莫大な投資をした後で、チャネルの壁に気
づき、投資回収の見込みが立たずに事業開発
に頓挫するケースである。

3 （B）BtoB市場は競争軸の変化が
 速く、日系異業種企業は後塵を
 拝する
本稿で述べるBtoBの市場とは、ライフサ
イエンス企業（医薬品メーカー、医療機器メ
ーカー、アカデミア）向けのビジネス領域と
定義し、サポーティングインダストリーを含
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「③完成品製造」まで川下展開することが手
っ取り早い。ただし、「①部材特化」「②開
発・製造受託」でも高収益を実現している企
業は存在する。
ここでは、医療関連事業に参入している材
料、部品、機器メーカーにとって参考になる
各エントリーモデルを代表する先進事例を基
に、異業種参入企業の市場攻略法を読み解く
（図 3）。

•	部材特化（BASF）
•	開発・製造受託（ザルトリウス）
•	完成品製造（スリーエム、アジレント・
テクノロジー）

（1）	 部材特化（BASFの事例）

	 ─素材販売に徹しつつ顧客課題解決

	 パートナーの座に就く

総合化学メーカーの世界的大手であるドイ
ツのBASFは、石油化学、機能性素材、機能
性ソリューション、ライフサイエンス、資源
という 5部門を持つ。ライフサイエンス部門
では、医薬品関連ビジネスとして、医薬品原
料、中間体、添加剤を販売し、医療機器関連
ビジネスとして、透析膜に用いる中空糸用分
散剤などを販売している。同社は材料のライ
ンアップだけを見ても競合他社を圧倒してお
り、それが一つの強みであるが、真の強みは
ユーザーへの提案力にある。
たとえば、製薬企業の製剤研究課題をいち
早く察知し、製薬企業の薬効成分変化に伴う
ソリューションを提案している。医薬品の探
索プロセスの変化から、新規医薬品候補化合
物は化学構造がより複雑化し、難水溶性を示
すものが増加しているが、こうした難水溶性
薬物の開発課題として、薬物吸収性を高める

材の市場では、従来はステンレス培養タンク
を用いた製造が主流であったが、2010年前後
には初期投資が抑えられ使用後の滅菌処理が
不要となり、かつ製造設備の柔軟性が向上す
るプラスチック製のバッグを用いたシングル
ユースリアクターの採用が増え始めた。この
頃、各社はこぞってシングルユースバッグメ
ーカーの買収を繰り返していた。しかし、 5
年後には、バイオ医薬品製造におけるR&D
支援や、製造業務代行サービスなどの獲得競
争に移行した。たとえば、非臨床試験業務受
託や治験薬・商用薬製造受託といったサービ
スが挙げられる。このように、バイオプロセ
ス部材メーカーはバイオ医薬品製造の精製工
程の部材提供から培養工程の部材提供、医薬
品開発や、製造受託までバイオ医薬品の開
発・製造における一連のバリューチェーンを
統合することで事業を拡大していった。各社
の動きに伴い業界構造が変化し、一部材で戦
える市場は消失した。このタイミングで、製
造に用いる一部材を投入しようと異業種から
参入したとしても、先行者の参入障壁を崩す
ことは容易ではない。

Ⅲ	市場の攻略方法

1 異業種企業が医療関連分野に
 参入するビジネスモデルは
 大きく三つ
BtoH、BtoBのどちらをターゲットとした場
合も、異業種企業が新規参入時に採用するビ
ジネスモデルは三つに大別される。①部材特
化、②開発・製造受託、③完成品製造である。
医療関連製品は完成品の付加価値が著しく
高い傾向があり、高収益を獲得するためには
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また、同社は横浜にクリエーションセンタ
ーを開設し、「BASF4.0」というユーザーニ
ーズ分析を通じた生産改革活動を実施するこ
とで、顧客業務に入り込んだ支援活動を全社
的に行っている。このような取り組みを通じ
て、顧客課題解決には欠かせないパートナー
としての地位を確立している。

（2）	 開発・製造受託（ザルトリウスの事例）

	 ─市場の巧みな切り取りによる販売

	 戦略と買収戦略による差別化の確立

ザルトリウスは、1870年創業の理化学機

ために消化管内での溶解と膜透過の両立が挙
げられていた。この課題に対して同社は、独
自の材料データベースを構築し、難水溶性成
分に対して薬物吸収性を高める最適な添加剤
の組み合わせを提案することで、顧客に製剤
開発の時間短縮の価値を提供している。
医療機器においても医療機器メーカーとの
議論を深め、透析時間短縮に向けた製品改良
について原料メーカーの立場からの提案を行
っている。このようにユーザーの課題解決パ
ートナーとしての地位を確立し、ユーザーの
ロイヤルティを高めている。

図3　医療関連市場における外資系企業各社の事業領域
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出所）各社公開情報を基に作成
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材部門では、EBITDAマージンが26％以上
であり、売上高、EBITDAともに年平均成
長率（2015〜2018年）は12％以上となってい
る。

（3）	 完成品製造（スリーエム、アジレント・

	 テクノロジーの事例）

	 ─積極投資による徹底的なチャネル

	 シェア拡大とポートフォリオのリデザイン

米国スリーエムの初期における材料ビジネ
スは、自動車用研磨剤の製造であった。現在
は多種多様な産業向けのフィルム、粘着剤の
世界的メーカーである。1940年代にサージカ
ルドレープを自社開発して医療領域に参入し
て以来、医療事業を拡大すべく投資を惜しま
ず、BtoH市場で事業を成長させ続けている。
サージカルドレープで市場参入した後、2000
年に入り同一領域の企業を 4社買収し、製品
ラインアップの拡充を図ってきたほか、米
国、東欧、アジアの販路を獲得してきた。
そして、19年には、同社の買収額としては
過去最大の金額を投じて創傷ケアのAcelity
社を買収し、外科用品の創傷ケアソリューシ
ョン分野を増強した。
外科用品と並び歯科用品にも注力してい
る。この領域については、自社開発品はな
く、1987年から2012年にかけて世界中から 7
社を買収し、矯正歯科用製品、充填剤、予防
歯科用製品、検査診断装置のラインアップを
そろえた。
このようにスリーエムは注力領域を定めて
躊躇なく投資をすることで、一定のシェアを
獲得してきた。注力領域における医師の同一
治療法に用いる一連の製品をそろえ、提供で
きる体制を作り上げることで医師のロイヤル

器・医薬品製造用機器の製造販売、および医
薬品製造支援サービスを行っている企業であ
る。創業時は計測機器や顕微鏡、メンブレン
フィルターを製造販売していた部材・機器メ
ーカーであったが、2015年に医薬品の安全性
試験を手掛けるBioOutsource社、医薬品プ
ロセス開発を行うCellca社を相次いで買収
し、医薬品製造支援事業に参入した。
ザルトリウスの主な事業であるバイオプロ
セス部材市場は、GEヘルスケア（ダナハー）
やメルクミリポア、サーモフィッシャーの牙
城であり、大手企業でシェアが占有される市
場である。この中で同社は市場を巧みに切り
取り、それぞれの市場において戦い方を変え
ている。
たとえば、医薬品製造の上流工程において
は、同社のシングルユースバッグをはじめと
した製造装置を販売している一方、医薬品製
造の下流工程では業界の雄であるGEヘルス
ケア（ダナハー）と販売提携し、装置販売は
せずにメンブレンフィルター販売に徹してい
る。さらに、バイオプロセス部材を製造・販
売する傍ら、前述した買収によりサービスレ
ベルを上げ、医薬品製造支援事業に参入し
た。この際も、当業界のグローバルトップで
あるGEヘルスケア（ダナハー）やサーモフ
ィッシャーがいまだ獲得していない領域（安
全性試験）や、今後の重要な競争軸となる領
域（プロセス開発）を見定めて企業買収に踏
み切った（図 4）。
このように、同社ならではの目線で市場を
巧みに切り取り、切り取った市場ごとに戦略
を変えることで、競合との戦いを避けながら
独自のポジションを確立し、事業を急成長さ
せている。15年以降、同社のバイオプロセス
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とコンピュータ関連製品の製造を行っていた
ヒューレット・パッカードから計測機器部門
が独立して創業された企業であり、BtoB市
場における製薬企業や各種アカデミアの研究
所向けの理化学機器販売が主な事業ドメイン
である。
同社は現在、従来型の機器販売に加え、サ
ービス事業の展開に注力しており、他社が製
造した機器まで含む一括した保守サービスの
提供や、研究所のワークフロー効率化といっ

ティを高め、チャネルシェアを拡大すること
で事業を成長させている。顧客ロイヤルティ
を高める手段として有効なのが、顧客とのダ
イレクトチャネルを持つことだが、同社は
「Customer	Technical	Center」を設立し、顧
客との対話と協創の場として活用し、新製品
を生み続けている。
アジレント・テクノロジーは、質量分析
計、ガスクロマトグラフなどの理化学機器を
取り扱うグローバルメーカーである。もとも

図4　製薬企業向けサポーティングインダストリー分野におけるザルトリウスの事業拡大策

■自社事業領域　　■ 2010年以後の買収・提携領域
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ることで、事業拡大の方向性を国内外のステ
ークホルダーに明示し、その上でダコの事例
にあるように大規模投資に踏み切ることで、
競合他社との圧倒的な差別化を実現してい
る。また、患者視点によるサービスラインア
ップの充実は、単に計測機器事業の最大化の
みならず、サービス事業単体としての事業拡
大も実現している。

2 外資系企業の事例から読み取る
 日系企業に対する示唆
前節の、BASF、ザルトリウス、スリーエ
ム、アジレント・テクノロジーによる買収・
自前参入の概略から次のような重要な示唆が
得られる。

（1）	 顧客課題解決パートナーとしての

	 ポジション確立

日系部材メーカーは、製造プロセスや新規
素材開発の技術の強みをベースに多様なアプ
リケーションに合わせた素材開発を行い、品
質の高さや顧客用途に合わせた製品開発とい
う付加価値提案で事業拡大してきた。すなわ
ち、用途別の技術ロードマップに基づき、高
品質な製品を大量生産することでコスト削減
を実現し、他社との差別化を実現してきた。
しかしながら昨今は、素材産業の技術はコ
モディティ化するスピードが早まる傾向にあ
り、製品の品質／性能に基づく価値提供・差
別化から、製品の品質／性能・コストとサー
ビスとを組み合わせた価値提供が求められて
いる。部品産業でも単機能の汎用品の大量生
産のみならず、顧客用途やサービスに合わせ
た製品の価値提供が求められつつある。
医療・ライフサイエンス関連事業も同様

た付加価値の高いサービスを提供している。
「Agilent	CrossLab	service」という、顧客デ
ータを獲得・分析することで、技術ライフサ
イクル管理、資本調達や資産最適化を行うサ
ービスのほか、設備利用効率などを評価・改
善し、研究所の運営効率を最大化するサービ
スを提供している。
この取り組みによって、同社は既存顧客か
ら新たな収益源としてサービスフィーを獲得
すると同時に、顧客との関係性を長期化し、
試薬の販売や機器の更新需要の獲得につな
げ、チャネル内シェアを最大化している。単
純に製品ラインアップを拡大するだけでな
く、サービスレベルを上げることで既存顧客
に対する価値と同社が獲得する収益源を最大
化している。
近年では、コンパニオン診断薬（診断用抗
体試薬）やゲノム診断（核酸医薬の受託製造
や次世代遺伝子シーケンサー関連機器）とい
った個別化医療に関連する領域に参入してい
る。同社にとって飛び地となる診断用抗体試
薬市場参入に向けて、デンマークのダコ
（Dako）を22億ドルで買収した（これは同社
の買収案件において最大規模の投資である）。
ダコの製品によって、がん治療において治
療効果が期待できるかどうかを投薬前に判断
することが可能となり、個別化医療の実現に
おいて重要となるサービスの一つを獲得し
た。アジレント・テクノロジー（分析装置）
およびダコ（アミノ酸診断）双方の得意技術
を活かした包括的な診断ソリューション開発
を進め、機器販売およびサービス事業での事
業最大化を目指している。
既存事業（計測機器）とのシナジーという
医薬品事業の事業ポートフォリオを明確にす
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し、ニッチ市場におけるシェア最大化を目指
すことが肝要である。そのためには、自社内
外における競争環境の見極めによる戦略オプ
ションごとの市場の切り取り力と、顧客動向
や外部環境変化の見極めによる成長市場の切
り取り力が求められる。
ザルトリウスは競争環境を見極め、バイオ
プロセス部材市場を二分して捉えた。一方は
機器・ソリューションの自社販売、もう一方
は膜材料を競合他社に提供するモデルを選ん
だのである。また、アジレント・テクノロジ
ーでは、手持ちの技術の棚卸しから健康や診
断に大きなアドバンテージを持つ技術を抽出
し、それが表現できる領域として臨床診断に
注力している。

Ⅳ	持続的事業成長実現に
	 向けた要諦

外資系企業の事例から得られた示唆を基
に、日系部材メーカーが医療関連市場で持続
的な成長を遂げるための要諦を論じる。

 要諦 1　市場の変化を捉えた
 　領域設定
第Ⅲ章 2節（ 2）項で触れたように、設定
する領域により同一事業部であっても複数の
戦略・ビジネスモデルを採用し得るのが、市
場が細分化されている医療関連分野の特徴で
ある。特に、規制産業である同分野は政策の
変化による影響を受けやすく、また、昨今の
テクノロジーの変化も相まって細分化してい
る市場の再編、業際融合が進む（図 5）。
そのため、医療業界ではルール変更の議論
が活発化している。たとえば、バリューベー

で、エンドユーザーとのタッチポイントを強
化することで、細かなニーズへの対応が求め
られている。部材提供だけでなく、顧客業務
効率化に資するサービスを提供することによ
り、顧客へのアクセス頻度を高めるととも
に、顧客からの信頼を獲得し部材提供のタイ
ミングや新たなニーズ獲得につなげる必要が
ある。
そのためには、ユーザーとダイレクトにつ
ながる仕掛け作りが必要である。たとえば、
スリーエムは顧客との対話と協創の場となる
「Customer	Technical	Center」を設立し、戦
略的な注力分野における顧客課題の解決に向
けた機能を強化し、製品開発につなげてい
る。一方、BASFは自社の材料ラインアップ
を武器に、材料と製薬企業の課題解決ソリュ
ーションとの紐付けを行った独自のデータベ
ースにより顧客を引きつけている。また、ア
ジレント・テクノロジーはCrossLabサービ
スを展開し、コンプライアンス対応、資産の
ライフサイクル管理から装置の稼働率管理ま
でをマルチベンダーに対応する形で実施し、
ラボの生産性向上という価値提供を行ってい
る。

（2）	 差別化、チャネル投資に向けた市場の

	 巧みな切り取りとポートフォリオの

	 リデザイン

BtoH市場では、前述の通り、細分化され
た市場構造と他社の参入障壁の構築の観点か
ら、チャネル開拓コストが大きいため、一度
開拓したチャネルに複数の製品・サービスを
展開することがビジネス効率を高める上で重
要である。また、BtoB市場では、企業の合
従連衡が相次ぐ中、自社のポジションを確立
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ス・ヘルスケアの概念では、診療に費用対効
果の尺度を取り入れ、患者の主観的なQoLの
判断や予防的介入、臨床試験結果だけでなく
実際の効果を評価する仕組みが作られてい
る。これまで測定が困難であった医師の医学
的判断の形式知化や非コア業務の自動化な
ど、データを利活用した医師や医療従事者の
支援が進むと推測される。また、病院外の患
者の日常生活における身体機能のパラメータ

ー（血圧、脈拍など）変化にも焦点が当てら
れることになり、データ起点で患者の医療機
関への受診干渉や管理が行われるようになる。
この新たな潮流の主役は、医師や医療従事
者のフロントに立つ従来の医療機器メーカー
と思われがちだが、実は医療機器メーカーが
この新たな事業機会を獲得するためには、医
療機器メーカーならではの課題が存在する。
データを収集し利活用するためには、サンプ

図5　異業種企業にとっての事業機会となる業際融合市場
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ル数を確保する必要があるが、医療機器メー
カーがデータ収集できるのは自社製品に限る
ため、データの価値を思うように高められな
いのが現状である。従来のビジネスの縛り
が、新たな業際市場を獲得する際の足かせに
なっている。
一方、部材供給に特化している異業種企業
であれば、ベンダーフリーの状態で医療機関
内のデータが取得できる可能性がある。取得
したデータをベースに、データを集約するシ
ステムや解析のためのモノサシを作成できれ
ば、医療機器などの完成品を飛び越えてサー
ビス事業に展開でき得る。さらに、患者の日
常生活における身体機能のデータ収集におい
ては従来の医療機器メーカーではないBtoC
企業も主役になりつつあり、多種多様な業界
からの新規参入が相次いでいる。ただし、こ
のような黎明期市場は、市場確立してから参
入するのでは遅い。既に業界のデファクト
（事実上の標準）を決める競争が起きてい
る。外資系企業では、業界のデファクト化を
握るために、顧客（患者）データなどを収集
し、評価尺度を設定することに注力している。
このように医療関連分野は、業界ルール変
更やテクノロジー変化に伴い、黎明期市場が
出現するとともに、従来の市場の枠組みが変
わってきている。異業種企業がこの変化を事
業成長機会として獲得するためには、業際融
合が進む当該市場をどのように定義付け、タ
ーゲットになり得るニッチ市場を切り取るか
がポイントとなる。

 要諦 2　サービスレベルの向上
第Ⅲ章 2節（ 1）項で触れたように、医療
関連分野は製品の品質以上に、企業としての

ユーザーからの信頼や実績がモノを言う世界
であるため、ユーザータッチポイントを強化
し、細かなニーズに対応することが重要とな
る。
そのために、まずは顧客業務の理解を深耕
することが重要であり、スリーエムの「Cus-
tomer	Technical	Center」のような顧客とダ
イレクトにつながる場の設定のほか、共同開
発パートナーとなる最初の顧客を獲得するた
めに、サービス提供時と異なる契約形態を取
るなどの工夫を検討することが望ましい。共
同開発パートナーとともに顧客への提供価値
を洗練させ、アジレント・テクノロジーの
CrossLabサービスのように、サービスを新
たな収益機会として捉えることが重要であ
る。顧客の業務効率化に資するサービスを提
供することにより、顧客へのアクセス頻度を
高められるとともに、顧客からの信頼を獲得
し部材提供のタイミングや新たなニーズ獲得
につなげられるからである。
国内では味の素が、サービスを新たな収益
源とする事業を始めた（図 6）。自社のアミ
ノ酸関連技術を活用し「アミノインデック
ス」という従来の検査では難しかった膵臓が
んなどのがん早期診断サービスを開始した。
このサービスで味の素は、アミノ酸の組み合
わせとがんとの紐付けを行うモノサシを強み
として持ち、アミノ酸の組成を分析するため
に必要な機器や試薬、検査サービスを他社に
任せ、初期投資を抑えた新たな収益機会の獲
得につなげた。
アジレント・テクノロジーや味の素の事例
は、いずれも顧客ニーズを的確に捉え、ハー
ドだけではなく、サービスも収益化できるこ
とを示している。医療関連事業に参入した部
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材メーカー、機器メーカーはハード売りビジ
ネスが中心であるが、今後、持続的に事業を
成長させるには、顧客のニーズを獲得し、サ
ービスを提供するビジネスモデルを検討する
ことが重要である。このサービスによる新た
な収益機会の獲得は、異業種企業が採り得る
ビジネスモデル（ 1）〜（ 3）のどの選択肢
においても検討の余地がある。

 要諦 3　周辺領域における
 　　　　新たな強みの獲得
要諦 1で述べた通り、昨今激しく変化する

医療関連業界のルール変更や、テクノロジー
改革による業際市場の出現により、既存の強
みだけでは対抗できなくなってきている。自
社の強みとポジションを意識して次世代の強
みを確立することが、異業種企業が当業界で
成功するための最大の要因と言っても過言で
はない。前述した外資系企業の事例のように
領域ごとに最適な戦略を検討することで、自
社の従来の強みを活かしつつ、次の一手とし
ては競争環境を見極めた新たな強みを、他力
を活用しながら取り入れることを検討する必
要がある。

図6　味の素のサービス概要

ユーザー アカデミア・研究機関、製薬企業、医療機関

営業、検体出荷、アミノ酸分析

技術プラットフォーム開発
（血中アミノ酸濃度解析）

検体管理
機器販売

機器開発・販売 試薬開発・販売

周辺機材開発、
サービス提供

（パートナー企業）

技術
プラットフォーム
提供（自社）

SRL 検査受託サービス

解析サービス ライセンスアウト

試薬・機器提供 試薬・機器提供

機器販売FGM

島津製作所

味の素

富士フイルム

出所）味の素公開情報を基に作成
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が、その場合、往々にして医療関連事業の正
しい成否の判断がなされず、積極的投資には
踏み込めない。前述した三つの要諦を参照す
るとともに、自社の特性を再確認した上で、
今後の持続的成長の方策をあらためて検討す
ることが必要である。
医療関連市場は、今なお成長市場であると
同時に、勝ち組企業が定まっていない黎明期
市場が次々に生まれている市場でもある。と
りわけ、部材メーカーのような異業種企業に
とっては、技術の強みや独自の情報を活用し
たサービスを展開することにより、新たな収
益機会を獲得できる市場としての魅力が存在
するのではないか。医療関連分野において日
系異業種企業が採用できるビジネスモデルの
選択肢は多岐にわたる。本稿が、医療関連事
業における持続的な成長を検討する上での参
考になれば幸いである。
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は、グローバルトップがいまだ手を付けてい
ない安全性試験の領域において大胆な投資を
行い、新たな差別化要素（強み）を獲得した
ことにある。同様に、スリーエムやアジレン
ト・テクノロジーは、市場環境の変化を捉
え、随時、自社ポートフォリオの見直しを行
っており、成長市場に積極的な投資をするこ
とで起点となる新たな強みを獲得している。
アジレント・テクノロジーは2000年代に独自
開発によりDNA解析・診断技術の強みを獲
得した後、アカデミア向けの解析装置のライ
ンアップを集めチャネルシェア拡大を図った
が、一方で、領域をアカデミアから医療機関
に広げ、医療機関向けにおいても強みを活か
せる次世代シーケンサー（DNA解析）技術
と診断薬を買収し、がん診断ソリューション
の提供を可能とした。それぞれ、自社の創業
からの強みを維持しつつも、それだけでなく
外部環境変化を見極めながら新しい強みの獲
得を忘れていない。
日系企業には、自社の創業の強みに固執し
て新たな強みの獲得に積極的でないところが
多いように思われる。今後は、自社の目指す
べき方向性を明確にするとともに、自社に不
足しているものは積極的に外部から獲得する
ことが望ましい。

 おわりに
市場の巧みな切り取りからサービス化への
展開、新たな強み獲得のための積極的な投資
は、業界の知見なくしては成功しない。とり
わけコングロマリット企業は、従来の主軸を
担ってきたビジネス領域における判断軸をそ
のまま医療関連事業に持ち込むケースが多い



75日系異業種企業による医療関連事業の持続的成長のために

佐々木健一（ささきけんいち）
野村総合研究所（NRI）グローバル製造業コンサル
ティング部Medtech・ライフサイエンスグループ上
級コンサルタント
専門はエレクトロニクス、電機産業など。海外駐在
の経験を基に海外企業との提携も実施

細田孝峻（ほそだだかとし）
野村総合研究所（NRI）グローバル製造業コンサル
ティング部Medtech・ライフサイエンスグループコ
ンサルタント
専門はライフサイエンス業界における事業戦略構築
支援など


